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事業区域全体の51.8% (1， 330.4 ha )を担当し
ている。(表 1ー し図 1-2) 
表1一1 事業別面積友ぴ人口計画
区 分 面積 Cha)都市計画人口(人)
新都 736.6 96，500 
事華民
住市宅計市 住宅・都市整備公団 1，33 O. 4 161，500 
街画 東京都住宅供給公社 77.1 14.000 
地決 小計 2. 1 44.1 272，000 
関定
発 新住宅市街地開発事業 422.9 48，000 
事区 未認可(未承認)区域
業域 計 2，567.0 320，000 
土地区画整理事業 453.2 都市計画決定区域






















































































































































畠l!.~"司 ml m¥ 語富 幹線 I号線の 1I 28 約 5 多摩1.3. 2の一部
が 2I 28 1" 610 
3 I 28 1" 67日
M | 同 2号線 25-20 I "3.20引 1¥王子2.1.7の一部
¥ 坦唇 1呂錦町 T I 1~ I # R':tr 名瞳?1氏何一部lN I ;':~1 号線の 1 8 1" 83C 多摩 2. 6の 部!
Q) 2 1 25-18 1 " 1.650 1 " 
H 同 2号線 16 1" 1.18C 多摩 2.2.6由一部 i
公!寸一一一寸 i 
1 " 1駅周辺 lor 001 ..^^I~_.or~ _ 1 1 " 1 ~'~~ 1号線 125-2日 1.100 多摩1.3.5の一部 | 
共IL-J道 路 | l 一一」一一一一一一一←一一一|
斗」旦三豆良b7-221" 40C 多摩1.3. 6の一部 ! 
施| l ! 一一一一←一一一
特殊|歩行者四抽 1 .0 1 0.01 ~ .~ • 
街路|専用道路1号線 1 40 1" 2401多・歩・






置 1 1 3 歩行者専用道路
歩行者専用道路は，自動車道路と分離した道路網を構成す




川h町、圃新住宅市街地 hal-<>-r A ，.，_-.t.-，"I，.[.，;oI 




計 1 118.31 
ぴl近隣公園(咋顎叡園|約 2.4 [多3.3.2尉|沢南公園|
|同2号近隣公園 1" 2.91多3.3.3諏訪南公園 寸
A 同39号近隣公園 1" 3.21 
| 卦 I " ，，，. I注都市計画公園田一
























地 区 分 面 積 比 率
住宅用地 約 928.2 ha 36.2 % 
商業・業務用地 " 90.4 3.5 
利 施設z 教育施設用地 " 240.4 9.4 
その他の公益的
" 3 & 9.7 1 4.4施設用地:l↑計 " 1.628.7 63.5 道路 '〆 490.9 1 9.1 公園緑地 " 442.2 1 7.2 
その他の
'〆 5.2 0.2 地公共施設用地
画 計 " 938.3 36.5 
a " 2.567.0 1 00.0 








































都市計画決定 同変更 同変更 同変更 同変更 同変更 同変更
(1965.12.28) 0966.12.24) (1968.8.17) (1970. 4.28) (1971. 7.29) (1981. 3.14) (1981.12.22) 
計画目標 (ha) 約 2，962 約 2，752 約 2，801 約 2，770 約 2，568 約 2，567 約 2，567
計画目標人口(万人) 約 30 約 30 約 31.3 約 38 約 35 約 35 約 32 
住 区 数 36 23 23 23 23 23 21 
(校)
36 39 40 48 47 45 45 小学校
学 校 (校)















































































































1)事業地区面積 736.6 ha 1，330.4 ha 77.1 ha 
2)設計の概要
-住区数 7 11.5 1.5 
-計画人口 96，500人 161，500人 14，000人
-主な公共施設
幹線道路 17路線 26路線 4路線
地区公園 5カ所 4.5カ所 0.5カ所
-主な公益施設
小学校 15校 25校 3校
中学校 8校 14校 l校
3 )… 1腕 1991. 3.31 1966129921 5-1991. 3.31 間 613S~3.31 




. ~;j' 五‘ JーJltL:て
よ九 2~~.X:':;::~，:，:; .~.・ -~:.1'i'~'3 勺!・. J'.; :' 日野一町出緑町判::..?'.

















































































































































































施行計画変更 1982.12.7 ) 
種 5jlj 面積(ha)





幼 稚 園 8.30 
学 校 58.15 
宅 中 学 校 41.07 公
高 学 校 37.34 
養護学校 2.5 
益 医療施設(病院) 10.69 
センター施設 50.15 




地 墓地・寺社 1.10 
鉄道 20.65 





宅 地 A口、 5十 819.18 
道 道路 279.ω 
都市幹線 91.71 
路 住区幹線 22.97 
公 住区道路 47.43 






用 中央 10.36 
園 地 区 46.55 
地 近 隣 70.33 用 児 童 31.51 
地
都 市 5.51 
緑 地 67.52 
水 路 0.34 
公共用地合計 511.21 


































































員 1 延面 積長幅
地区幹線道路 ロ1 m 16-30 4.545 
住区道路 7.5-18 47，568 
区画道路 4 -12 44，380 
歩行者専用道路 2 -70 61，150 
















新往事業施行者 地区幹線 l号線 多2・1・6 東京都
(住宅・都市整備公団〕
多 摩 市
新住事業施行者 地区幹線2号線 多2・2・6 多摩市
(住宅・都市整備公国
地区幹線3号線 多2・1・7 多摩市
多 摩 市 多1・3・5 多摩市
八王
八王子市 地区幹線6号線 八2・2・22 子市








アスフアルト舗装 開発事業施行者 新住宅市街地 一部都市計画
(住宅・都市整備公団)開発事業 決定の予定
侵乳透式剤アスフ舗アル装ト
防 塵 処 理
アスフアルト舗装 多新摩往市施，稲行城市者 一決部都定市計画済 3箇所
出典1982多摩ニュ タウン事業計画資料集
波多野:新住事業と住宅地整備
名 称 規模 位 置 施 イ丁 者 都と市の計画関事業連 備 考
央中公園 多摩中央公園 ha 1 0住区 多 摩 市 多5・5・3一本杉公園は公社の区域1.710.3 
haと合せて9.3ha 。
地 多摩東公園 7.1 4・5住区 多 摩 市 多5・4・2
区 一本杉公園 7.6 8住区 11 多5・5・4
公 稲城中央公園 1 2.4 2住区 干首 城 市 多5・5・1
園 長池公園 19.2 1 2住区 八王子市 /¥5・5・3
諏訪南公園 2.9 5住区 (新住宅住・事都市業整施備行公者団)多3・3・3
近 諏訪北公園 2.7 5住区 多 摩 市 多3・3・4
隣 永山南公園 2.2 6住区 (住新宅住・事都市業整施備行公団者) 多3・3・5
永山北公園 2.5 6住区 11 多3・3・6
公 員取南公園 2.5 7住区 多 摩 市 多3・3・7
園 員取北公園 3.5 7住区
11 多3・3・8














? ? ? ?
17 
40-80戸/ha ( ij ) 









































































































名 称 配 置 規 模 備 考
教 幼 稚 園 2 7箇所 約 2，800nV園 平均6クラス
育 学 校 2 5 " 約19，000 -23，000 nf/校 1 8-2 4クラス
施 中 $ 校 14" 約19，000 -3 1，000 nf/校 1 2 -2 1クラス
設 高 校 9 " 約33，000-47，000 nf/校 1 8-24クラス
保E療施設 病 院 3箇所 1 6，0 0 0 -4 8，00 0 nf 
三~ 療 所 24" 4， 0 0 0 - 2，7 0 0 nf /箇所 (地区セ，近セ〉
官 市役所出張所 l箇所 900 nf (近セ)
公 郵 便 局 12" 1 7 0 - 4，000 nf/箇所 (地区セ，近セ)
庁 派 出 所 1 1 " 100 nf/箇所 (近セ)
施 1潟 防 署 約 3，30 0 nf
設 t首 防 出張所 2 " 約 1，OOOnf/筒所
麟E 設 売 庖 舗 1 8箇所 3，600 -1 2，000 nf/箇所 (近セ)(含スーパー・銀行)
そ 保 育 所 2 4箇所 2，000- 2，50 0 nf/笛所 (近セ)
複 e 施 設 4 " 1，500- 2，400nf/箇所 (注)
の 児 童 館 9 " 1，000- 1，500nf/箇所 (近セ)
公 民 館 10" 1，000- 5，400nf/箇所 (近セ)





































施 設 名 規 キ莫 事業費 国庫補助
学 校 13 校 250.e ( 52形)
14， 769 3，649 
中 ρ寸A二，. 校 7 校 123f ( 36%) 
10， 349 2.463 
住区公民館 7 館 ( 6%) 
1，718 84 
児 3呈包王 館 7 館
( 2%) 
570 1 
市役所出張所 2ケ所 ( 1 %) 
122 。
給食センター 8，000食分2基 ( 2%) 
550 34 
そ の 他 ごみ収集車等 ( 15ぢ)
328 13 
メEゴ弘、 計






















都補助 地方債 関公費 一般財源 施行者負担
190 4. 153 2.091 270 4，416 
153 2.912 1. 506 150 i 3， 165 
。 563 318 753 。
77 85 147 187 63 
O 33 。 89 O 
29 148 288 51 O 
18 97 。 200 O 
( 2%) ( 28%) ( 15%) ( 9%) ( 27%) 
467 7，991 4，350 1. 700 7，644 
出典 1976 r住宅JNIl 7より






































出典 1976 r住宅jNu 7より
波多野:新住事業と住宅地整備
表1-13 主要公共公益施設費用負担
費 用 負 担
区 分 fT 政 体
施行事DI
国凶j 都 IBI 市 ICI
域 用地費 全 額
内 工事費 2/3 1/3 
道 路
域外 用地質 2/3 1/3 及工事費
河 )11 1/2x2/3 差 額 29.34% 
域 管 渠 2/3 1/3x75/100 差 額
内
処理場 3/4 1/4 75/100 差 額(二次処理)




処理場(三次処理) 3/4 1 1/4 
公共下水道 域 内 1/10x6/10 差 額
上水道 域 内 全 額
公 園 (地区公園)近隣公園 定額x1/2 差 額
清掃工事(第l期工事) 定額補助 差 額
火葬場(第1期工事) 全 額
用 都及 1/2 1/2 公社区域
義務教育 地 公団区域 1/2xO.65 ※← 一差額 1/2 
施設
xl/3 
校 舎 2/3 ※← 1/3 
屋肉体育館 1/2 ※← -1/2 
用 地 ※← -7/10 3/10 
児童館
建 物 1/3 1/※3ι 「 -1/3 
用 地 ※← -7/10 3/10 
住区公民館
建 物 定額補助 咲← 差額



































































































公団施行地区内での (ha) (ha) (ha) 
施行計画届出地区 1，330.39 819.18 511.21 0982. 12.7) 
同
442.27 317.03 125.23 処分計画認可地区 (82. 3.3) 
同
426.96 316.37 110.59 工事完了公告地区 (82.7.28) 
同 304.67 処分 実 積 (82.3) 
同
ヲ| 継 実 積 62.52 (82.3 ) 
表1-15 公共施設引継総括表
1982.3. 
道路 橋 梁 公園 緑地 合計
工事公告完面了積 63.87 竣工8済0橋 45.98 0.74 110.59 





















表 2ー 1 調査対象地の計画概要と実績
5住区(諏訪) 6住区(永山)
計画 実績 計画 実績
面 積 ha ha 99.20 154.18 
(1) 人 人 人 人
居住人口 12，100 9.637 19，700 17，065 
世帯数(2) 2，822 5，222 
住 賃貸 2.154 3，313 
宅
戸 分譲 834 1. 583 
数
(3) 計 3，205 2.988 5，205 4.896 
人口(ク智ロ度ス 122ル加 97ん匂 128ん/hal111ル匂
(1) (2)計画は 1982.3. 2の施行計画変更届出をベース
としている。
実績は 1982.7.1現在の住民台帳による。






























































島幸ぞ 5 住区 6 住区
幼稚園 2園 (64 0人) 3園 (960人)
小学校 3校 (51クラス) 4校(72クラス)
中学校 l校(18クラス) 2校 (33クラス)
高等学校 1校(30クラス)
保育園 2園 (36 0人) 2園 (40 0人)
児童館 1 
庖 舗 36 (含スー パー 、鋪子) 25(含スーパー)
地 区
底診そ療の他鋳所87 センター 1 0 5 ~lRPJf 4
1 4 
総合病院 1(ベット数110床)
診療所 7科、 8か所 3科、 5か所
官公庁等 消防署l 郵保便健局相談2、所派1出所2

































































5 % % (h~ (ha，) 
40.97 41.3 62.00 40.2 
40.35 53.13 
0.62 8.87 











0.04 9.78 0.13 22.22 
0.05 
7.19 20.17 
22.52 22.7 ω.76 
63.49 64 % 112.76 73.1 % 













35.71 36 % 41.42 26.9% 


































































































































集合住宅 ⑮ ⑫ 
独立住宅 ⑧ ⑧ 
幼椎園 ⑮ 
学 校 ⑮⑮ (小、中、高)
給 食 ⑮ センター
病 院 ⑮ 
近 診療所 ⑧ 
隣 庖舗 ⑮ ⑮ ⑪ セ
@ ⑪ ン 保育所
タ 公民館
用 児童館 ⑮ ⑪ 
地 銀行 ⑧ 
地 区 ⑮ センター
集会所 ⑮ ⑪ 
消防署 ⑮ 
市 場 ⑮ 
鉄 道 鉄公
供給処理 ⑬ 施 設
水道施設 ⑮ 
大 A寸主t. ⑮ 




































































































庄一共同庖舗とする IB 1 
ζλ I e ~出入口は歩専側





用地が全体の 40%I から 2m
以上となること。 I 隣接宅地より
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A B C D E 
処分時期 1971. 10 1971. 3 1973. 4 1973. 4 1970.12 
関口時期 1972. 7 1971. 9 1974. 4 1974. 4 1971. 4 
36 総合都市研究第19号
表3-2 5・6住区の幼稚園の定員及び開園状況
年度 1972 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 
園児数 168 287 305 321 300 277 242 209 176 144 
A 定員 200 350 350 350 320 320 320 320 320 320 
入閣率 84.0 82.0 87.1 91.7 93.8 86.6 75.6 65.3 55.0 45.0 
園児数 172 369 362 315 303 345 323 305 291 294 304 
B 定員 320 370 370 370 370 320 ! 380 
入園率 53.8 99.7 97.8 85.1 81.9 107.8 80.0 
園児数 97 204 229 273 262 201 147 145 139 
C 定員 320 320 240 320 320 320 320 320 320 
入園率 30.3 63.8 95.4 85.3 81.9 62.8 45.9 45.3 43.4 
園児数 92 201 256 296 307 300 273 228 円84
D 定員 320 320 320 320 320 320 320 320 320 
入国率 28.8 62.8 80.0 92.5 95.9 93.8 85.3 71.3 57.5 
園児数 285 292 289 336 380 392 343 288 296 291 269 
E 定員 320 320 320 320 320 320 320 320 320 320 320 
入国率 89.1 91.3 90.3 105.0 118.81 122.5 1 107.2 90.0 92.5 90.9 84.1 
一一」
諏訪二丁目 諏訪四丁目 諏訪五丁目
{)(l.l8 J寵 0.024 OU5-l 0.0$0 0.044 0.0-42 0101 0171 0099 0.100 ( 5 f主[2<:) 0.208 0209 0662 
0.625 
0805 l/ 芋!:::::::::::::司 0.67404Y-l 





0.050.100.150.20 0.20 0.15 0.10 .05 0.05 0.10 0.150.20 0.20 0‘150.100.05 0.05 0.10 015 0.20 
氷山 I目
*山03ニ='1目;ハ-n，‘ I庶宇綾，‘~匡・.. ~雪z-o 12】ん戸0.019人車晶 Q.OI5A/p 本山四丁目0.022 0.66 0.050 
0.041 国学医呈望。 1日 8:ni J f/I~~ ()ι98 0.036 0.076 
( 6 {t[ベ) 1悶0.719 L- .--1 .J 0.397 O.4:~1 
園田園・，
i児u:








年度 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 
園児数 188 198 195 198 192 199 192 192 186 
①定員 200 200 200 200 200 200 200 200 200 
入所率 94.0 99.0 97.5 99.0 96.0 99.5 96.0 96.0 93.0 
園児数 159 157 159 
②定員 160 160 160 
入所率 99.4 98.1 99.4 
園児数 186 192 187 171 176 183 189 179 169 
③定員 200 200 200 200 200 200 190 188 190 
入所率 93.0 96.0 93.5 85.5 88.0 91.5 99.5 95.2 88.9 
園児数 157 161 162 185 185 198 192 190 
④定員 200 150 150 150 200 200 200 200 
入所率 78.5 107.3 108.0 123.3 92.5 99.0 96.0 I 95.0 


































































写ロ 館 2 号 館 3 号 館 言十
所 在 地 多摩市永山 1-4 多摩市永山 1-3-2 多摩市永山1-2-1 
敷地面積 12，806.37 nf 5，942.10nf 1.164.02 nf 1 9，12.4 9 nf (駐車場含む)
建築面積 6，670.70 nf 1，178.10 nf * 2 427.40 nf 8，276.20nf 
延床面積 29，522.52 nf 890.29nf 667.83nf 31.080.64nf 
建ベイ率 52.08 % 19.83% 36.71 % 41.56% 
作廿ヤ 積 率 230.52 % 14. 98~ぢ 57.37% 156.09 ?ぢ
構造・規模 RC造地上6階・地下1階 RC造、平屋建 RC造、 2階建
用 途 ショッピングセンター 娯楽飲食 カーサービス
駐 車 場 2，832.13 nf 114台 * 1348 台 1，329，13 nf 462台8，497 nf' ¥ 1s.) 
開 業 1974年 10月 1974年 10月 1976年3月
食料品庖日1)サー ビス庖}(7)飲食店(6) l号館の各階の床面積
のれん街伽)ショ Jートム レジャー庖(1)
1 F 8，796.12 nf 飲食庖(1)業務施設問
テナント構成 衣料品庖仰診療所(4) 計 7 2F 6，628.27 
文化用品庖叫量販庖(1) 3 F 6，204.65 
4F 3，638.99 
Z十 9 6 
5F 3.678.54 
ている。
















































































































































































































































1 824 34.4 
3 420 17.5 
13 504 21. 5 
7 168 7.0 
20 324 13.5 
2 8 0.3 































9)土地区画整理事業では制度的に事業計画のなかで 1980 r多摩ニュータウンの建設経過と課題J r総
土地利用計画がきちんと位置づけられておらず， 合都市研究』第10号 69-77 
一般に事業計画書の参考附図として土地利用予想 本間義夫
図が作成されている。公園・緑地の配置，小・中 1976 r多摩ニュータウンにおける実態J r住宅』








THE SURVEY ON THE IMPROVENENT OF RESIDENTIAL 
ENVIRONMENT OF THE AREA DEVELOPED BY 
“SHINJYU-JIGYO" IN T AMA NEW TOWN 
Norio Hatano事 andMasayoshi Sat♂* 
傘Centerfor Urban Studies， Tokyo Metropolitan University 
“Graduate School of Engineering， Tokyo Metropolitan University 
Comprehensive Urban Studies， No.19， 1983， pp.3-43 
43 
This report is one of a series which includes previously published reports entitled “The Formation 
of Housing Tracts Developed by the Private Enterprise and Improvement of Residential Environment" 
(Comprehensive Urban Studies， No.10，l980) and “Survey on the built-up process of the area developed 
by Land Readjustment in Tama New Town" (Comprehensive Urban Studies， No.15， 1982). 
Based upon the Shinjy日ーjigyo(compulsory purchase method) of Tama New Town development pro-
ject， we summarized and made clear the four levels of operations in the project; town planning (deter-
mination) of urban development projects， approval of such projects， registration of the plan of execu-
tion， and approval of transfer programs. Based upon this survey and research， we made clear the dis-
tinctive point忘 andproblems of the method of land use of the area planned by Shinjyu-Jigyo. 
An outline is as follows. 
1) Among the many programs， particular1y the land use plan was drawn up in great detail. This shows 
the operational aspects of Shijyu-Jigyo. Conditions as to when the land may be transfered are in-
cluded based upon the transfer program， and works as the projective restriction when the land is 
used based upon use plan. Further， this projective restriction is capable to build up the detail land 
use plan. 
2) One of problems of Shinjyu-Jigyo is the lack of flexibility to correspond to the needs of public 
facilities， which will be incurred from the inhabitants daily life. The sharp projective restriction on 
the land use does not take into consideration this question. 
The second problem is that this sharp projective restriction is valid for only ten years， asis pro-
vided for in Shinjyu-Jigyo Law. After that， new way of projective restriction for the land use be-
come essential. 
